
苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

　当金庫は、お客様からの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応するため業務運営体制・内部規則を整備し、その内容をホームページ、ポスター等で
公表しております。

●苦情等のお申し出があった場合、その内容を十分に伺ったうえ、内部調査を行って事実関係の把握に努めます。
●事実関係を把握したうえで、営業店、関係部署等とも連携を図り、迅速・公平にお申し出の解決に努めます。
●苦情等のお申し出については記録・保存し、対応結果に基づく改善措置を徹底のうえ、再発防止や未然防止に努めます。

●苦情等は営業店または次の担当部署へお申し出ください。

●当金庫のほかに、一般社団法人 全国信用金庫協会が運営する「全国しんきん相談所」をはじめとする他の機関でも苦情等のお申し出を受け付けて
います。詳しくは上記業務部にご相談ください。

〒460-0003　名古屋市中区錦三丁目15番25号 

0120-113-003

052-951-5445

info@aichishinkin.co.jp

信用金庫営業日　9：00～17：00

電話、手紙、FAX、Eメール、面談

住 所

T E L

Ｆ Ａ Ｘ

Eメール

受付日時

受付媒体

愛知信用金庫　業務部

〒103-0028　東京都中央区八重洲1-3-7 

03-3517-5825

月～金（祝日、12月31日～1月3日を除く）　9：00～17：00

電話、手紙、面談

住 所

T E L

受付日時間

受 付 媒 体

全国しんきん相談所　【一般社団法人 全国信用金庫協会】

●愛知県弁護士会、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能です。
なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、愛知県・東京都以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。その際には、お客さまのアクセスに便利
な愛知県・東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例えば、東京以外の弁護士会において東京の弁護士会とテレビ会議システム等を用
いる方法（現地調停）や、愛知県・東京以外の弁護士会に案件を移す方法（移管調停）がありますので、当金庫業務部または上記全国しんきん相談所
へお申し出ください。なお、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。

●詳しくは、当金庫ホームページをご覧ください。

※お客様の個人情報は苦情等の解決を図るため、またお客様とのお取引を適切かつ円滑に行うために利用いたします。

〒460-0001　名古屋市中区三の丸1-4-2

052-203-1777

月～金（祝日、年末年始除く）
10：00～16：00

住 所

T E L

受付日時

愛知県弁護士会　紛争解決センター

〒100-0013　東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3581-0031

月～金（祝日、年末年始除く）
9：30～12：00、13：00～15：00

住 所

T E L

受付日時

東京弁護士会　紛争解決センター

〒100-0013　東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3581-2249

月～金（祝日、年末年始除く）
9：30～12：00、13：00～17：00

住 所

T E L

受付日時

第二東京弁護士会　仲裁センター

〒100-0013　東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3595-8588

月～金（祝日、年末年始除く）
10：00～12：00、13：00～16：00

住 所

T E L

受付日時

第一東京弁護士会　仲裁センター

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として

支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（１）報酬体系の概要

【基本報酬及び賞与】

　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定して

おります。

　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては、役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の

理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】

　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。

　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。

　　a.決定方法　　b.支払手段　　c.決定時期と支払時期　

（２）平成26年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注） １． 対象役員に該当する理事は8名、監事は1名です（期中に退任した者を含む）。

 ２． 上記の内訳は、「基本報酬」100百万円、「賞与」10百万円、「退職慰労金」12百万円となっております。

  なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち、当年度に帰属する部分の金額（過年度に計上した未払分を除く）と

  当年度に計上した未払分の合計額です。

  「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に

  繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。

 ３． 使用人兼務役員に該当する者はおりませんでした。

（３）その他

　「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な

影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第22号）第3条第1項第3号及び第5号並びに

第2項第3号及び第5号に該当する事項はありませんでした。

１． 対象役員

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、当金庫の主要な連結子法人等の役職員であっ

て、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。

　なお、平成26年度において、対象職員等に該当する者はおりませんでした。

（注） １． 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。

 ２． 「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、当金庫の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会社等をいいます。

 ３． 「同等額」は、平成26年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。

 ４． 平成26年度において、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はおりませんでした。

２． 対象職員等

区　　　分
対象役員に対する報酬等

単位：百万円

支払総額
122
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